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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

2023年６月30日に提出いたしました第31期（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）有価証券報告書の記載事

項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

　

２ 【訂正事項】

第一部【企業情報】

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

 
３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。
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第一部 【企業情報】
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

〈訂正前〉

（前略）

(注) １　新株予約権の行使による増加であります。

２　有償第三者割当増資

発行価額　70円　資本組入額　35円

主な割当先　有限会社ＳＨホールディングス

３　新株予約権の行使による増加であります。

４　株式交換による新株発行

　　発行価額　45円　資本組入額　22.5円

　　発行先　ＣＳＭ・Ｍ３合同会社

５　新株予約権の行使による増加であります。

６　有償第三者割当増資

発行価額　53円　資本組入額　26.5円

主な割当先　株式会社ＴＫコーポレーション

７　新株予約権の行使による増加であります。

８　新株予約権の行使による増加であります。

９　転換社債型新株予約権付社債の転換による増加であります。

 
〈訂正後〉

（前略）

(注) １　新株予約権の行使による増加であります。

２　有償第三者割当増資

発行価額　70円　資本組入額　35円

主な割当先　有限会社ＳＨホールディングス

３　新株予約権の行使による増加であります。

４　株式交換による新株発行

　　発行価額　45円　資本組入額　22.5円

　　発行先　ＣＳＭ・Ｍ３合同会社

５　新株予約権の行使による増加であります。

６　有償第三者割当増資

発行価額　53円　資本組入額　26.5円

主な割当先　株式会社ＴＫコーポレーション

７　新株予約権の行使による増加であります。

８　新株予約権の行使による増加であります。

９　転換社債型新株予約権付社債の転換による増加であります。

１０　2021年４月30日付「第三者割当による新株式及び第12回新株予約権（行使価額修正条項付）の発行並びに

主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせ」について、下記の通り変更を行うことといたしました。

なお、変更理由、内容に関しましては、2022年４月28日付開示の「資金使途の変更に関するお知らせ」から

変更はございません。

(1)変更の理由

当社は、2022年４月28日付「第三者割当による第13回新株予約権及び第３回無担保転換社債型新株予約権付

社債の発行価額の払込完了のお知らせ」にて公表しましたとおり、第13回新株予約権及び第３回無担保転換

社債型新株予約権付社債（以下、総称して「本資金調達」といいます。）の発行価額の払込が完了いたしま

したが、本資金調達の資金使途において、当社が発行した第 12 回新株予約権の行使による調達資金と重複

する資金使途があるため、資金使途の枠を一部変更することといたしました。

 
(2)変更の内容

資金使途の変更内容は以下のとおりであります。（変更箇所は下線で示してあります。）

 
〈変更前〉

具体的な使途 支出予定額 支出予定時期
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①クラウドファンディング事業等

（ⅱ）不動産投資及びクラウドファンディング事業

■ 函館山ホテル取得資金

 
■ 函館山ホテル改装及び備品購入並びに運転資金

■ 鹿野温泉別荘地土地取得及び建築資金

■ 新大村駅前開発用地一部取得資金

（ⅲ）太陽光発電事業におけるID 取得資金

 
 
７百万円

 
250百万円

240百万円

100百万円

47百万円

 
 
令和３年５月～令和３年８月

（全額支出済み）

令和３年５月～令和５年５月

令和３年５月～令和５年５月

令和３年５月～令和５年５月

令和３年５月～令和５年５月

（内、５百万円支出済み）

②「地方創生・地域活性化」及び「SDGs」に関連する

事業会社（プリンセスライン株式会社）への投資及び

融資資金

200百万円 令和３年５月～令和５年５月

（全額支出済み）

③「地方創生・地域活性化」及び「SDGs」に関連する

事業会社（株式会社フォレストシステム）への投資及

び融資資金

282百万円 令和３年７月～令和３年12 月

（全額支出済み）

④当社及び当社子会社の既存事業の運転資金 202百万円 令和３年５月～令和５年５月

（内、199百万円支出済み）

⑤子会社セブンスターの増資への払込 21百万円 令和４年２月

（全額支出済み）

⑥訴訟における解決金 536百万円 令和３年12月～令和７年４月

（内、99百万円支出済み）

合計 1,885百万円  
 

 
〈変更後〉

具体的な使途 支出予定額 支出予定時期

①クラウドファンディング事業等

（ⅱ）不動産投資及びクラウドファンディング事業

■ 函館山ホテル取得資金

 
■ 函館山ホテル改装及び備品購入並びに運転資金

■ 鹿野温泉別荘地土地取得及び建築資金

■ 新大村駅前開発用地一部取得資金

（ⅲ）太陽光発電事業におけるID 取得資金

 
 
７百万円

 
50百万円

240百万円

100百万円

47百万円

 
 
令和３年５月～令和３年８月

（全額支出済み）

令和３年５月～令和５年５月

令和３年５月～令和５年５月

令和３年５月～令和５年５月

令和３年５月～令和５年５月

（内、５百万円支出済み）

②「地方創生・地域活性化」及び「SDGs」に関連する

事業会社（プリンセスライン株式会社）への投資及び

融資資金

200百万円 令和３年５月～令和５年５月

（全額支出済み）

③「地方創生・地域活性化」及び「SDGs」に関連する

事業会社（株式会社フォレストシステム）への投資及

び融資資金

282百万円 令和３年７月～令和３年12 月

（全額支出済み）

④当社及び当社子会社の既存事業の運転資金 763百万円 令和３年５月～令和５年５月

（内、199百万円支出済み）

⑤子会社セブンスターの増資への払込 21百万円 令和４年２月

（全額支出済み）

⑥訴訟における解決金 175百万円 令和３年12月～令和７年４月

（内、99百万円支出済み）

合計 1,885百万円  
 

 
１１　2022年４月12日に提出いたしました有価証券届出書に記載していた資金使途について、当社内で検証した

結果、有価証券届出書に記載した資金使途以外の資金使途に無担保転換社債型新株予約権付社債により調達

した資金が充当されていたため、各資金使途について実際の充当状況を踏まえ、以下の通り訂正することと

いたしました（変更箇所は下線で示してあります。）。

 
〈変更前〉

具体的な使途 支出予定額 支出予定時期

⑤　支払請求訴訟における解決金 360百万円 令和４年４月

合計 360百万円  
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〈変更後〉

具体的な使途 支出予定額 支出予定時期

⑤　支払請求訴訟における解決金 360百万円 令和４年４月

⑥　当社グループの既存事業の運転資金 19百万円 令和４年５月

合計 379百万円  
 

（注） 当社グループの既存事業の運転資金19百万円につきましては、発行時における資金使途として記載していな

かった支出となります。

 
１２　2021年４月30日付「第三者割当による新株式及び第12回新株予約権（行使価額修正条項付）の発行並びに

主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせ」について、下記の通り変更を行うことといたしました。

なお、変更理由、内容に関しましては、2022年９月16日付開示の「資金使途の変更に関するお知らせ」から

変更はございません。

 
(1)変更の理由

当社は、2022年９月16日付「株式会社G-TECHの株式取得（持分法適用関連会社化）に関するお知らせ」にて

公表しましたとおり、当社の業務提携先である株式会社G-TECH（以下、「G-TECH」といいます。）が行う第

三者割当増資を引き受けるための出資金として、当社が発行した第12回新株予約権の行使による調達資金の

資金使途を一部変更することといたしました。

 
(2)変更の内容

資金使途の変更内容は以下のとおりであります。（変更箇所は下線で示してあります。）

 
〈変更前〉

具体的な使途 支出予定額 支出予定時期

①クラウドファンディング事業等

（ⅱ）不動産投資及びクラウドファンディング事業

■ 函館山ホテル取得資金

 
■ 函館山ホテル改装及び備品購入並びに運転資金

■ 鹿野温泉別荘地土地取得及び建築資金

■ 新大村駅前開発用地一部取得資金

（ⅲ）太陽光発電事業におけるID 取得資金

 
 
７百万円

 
50百万円

240百万円

100百万円

47百万円

 
 
令和３年５月～令和３年８月

（全額支出済み）

令和３年５月～令和５年５月

令和３年５月～令和５年５月

令和３年５月～令和５年５月

令和３年５月～令和５年５月

（内、５百万円支出済み）

②「地方創生・地域活性化」及び「SDGs」に関連する

事業会社（プリンセスライン株式会社）への投資及び

融資資金

200百万円 令和３年５月～令和５年５月

（全額支出済み）

③「地方創生・地域活性化」及び「SDGs」に関連する

事業会社（株式会社フォレストシステム）への投資及

び融資資金

282百万円 令和３年７月～令和３年12 月

（全額支出済み）

④当社及び当社子会社の既存事業の運転資金 763百万円 令和３年５月～令和５年５月

（内、225百万円支出済み）

⑤子会社セブンスターの増資への払込 21百万円 令和４年２月

（全額支出済み）

⑥訴訟における解決金 175百万円 令和３年12月～令和７年４月

（内、143百万円支出済み）

合計 1,885百万円  
 

 
〈変更後〉

具体的な使途 支出予定額 支出予定時期
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①クラウドファンディング事業等

（ⅱ）不動産投資及びクラウドファンディング事業

■ 函館山ホテル取得資金

 
■ 函館山ホテル改装及び備品購入並びに運転資金

■ 鹿野温泉別荘地土地取得及び建築資金

■ 新大村駅前開発用地一部取得資金

（ⅲ）太陽光発電事業におけるID 取得資金

 
 
７百万円

 
50百万円

240百万円

100百万円

47百万円

 
 
令和３年５月～令和３年８月

（全額支出済み）

令和３年５月～令和５年５月

令和３年５月～令和５年５月

令和３年５月～令和５年５月

令和３年５月～令和５年５月

（内、５百万円支出済み）

②「地方創生・地域活性化」及び「SDGs」に関連する

事業会社（プリンセスライン株式会社）への投資及び

融資資金

200百万円 令和３年５月～令和５年５月

（全額支出済み）

③「地方創生・地域活性化」及び「SDGs」に関連する

事業会社（株式会社フォレストシステム）への投資及

び融資資金

282百万円 令和３年７月～令和３年12 月

（全額支出済み）

④当社及び当社子会社の既存事業の運転資金 663百万円 令和３年５月～令和５年５月

（内、225 百万円支出済み）

⑤子会社セブンスターの増資への払込 21百万円 令和４年２月

（全額支出済み）

⑥訴訟における解決金 175百万円 令和３年12 月～令和７年４月

（内、143百万円支出済み）

⑦再生エネルギー関連事業会社 G-TECH への出資金 100百万円 令和４年９月

合計 1,885百万円  
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

2023年６月30日

燦キャピタルマネージメント株式会社

取締役会  御中

 

  柴田公認会計士事務所

  
大阪市中央区
公認会計士

柴　田　洋  
 

 

  大瀧公認会計士事務所

  
東京都北区
公認会計士

大　瀧　秀　樹  
 

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている燦キャピタルマネージメント株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、

連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属

明細表について監査を行った。

当監査人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、燦キャピタルマネージメント株式会社及び連結子会社の2023年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査人は、我が国

における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他

の倫理上の責任を果たしている。当監査人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断

している。

 
継続企業の前提に関する重要な不確実性

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前連結会計年度において、重要な営業損失、経

常損失、親会社株主に帰属する当期純損失を計上し、当連結会計年度においても、重要な営業損失、経常損失、

親会社株主に帰属する当期純損失を計上している。これらの状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさ

せるような事象又は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に重要な不確実性が認められる。なお、当

該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。連結財務諸

表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は連結財務諸表には反映されてい

ない。

当該事項は、当監査人の意見に影響を及ぼすものではない。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として

特に重要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程

及び監査意見の形成において対応した事項であり、当監査人は当該事項に対して個別に意見を表明するものでは

ない。
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当監査人は、「継続企業の前提に関する重要な不確実性」に記載されている事項のほか、以下に記載した事項

を監査報告書において監査上の主要な検討事項として報告すべき事項と判断している。

未収入金に対する貸倒引当金の見積りについて

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

会社は、連結財務諸表注記（重要な会計上の見積り）

に記載されているとおり、洗浄プラント設備を株式会社

フォレストシステム(以下、「フォレスト社」）へ売却し

たことにより生じた未収入金の回収可能性を勘案して貸

倒引当金を計上している。

　洗浄プラント設備は、現場の設置環境等に課題があ

り、当連結会計年度末日現在、稼働していない。会社

は、当該洗浄プラント設備の事業に不確実性があると判

断し、洗浄プラント設備の売却により資金回収を図るこ

ととしたが、フォレスト社の財務内容等を総合的に勘案

して当該未収入金に対し貸倒引当金を計上している。

　洗浄プラント設備は、前連結会計年度において建設仮

勘定として計上されており、資産評価に関して金額的重

要性・設備の検収手続の複雑性・現地における建設作業

の特殊性等から監査上の主要な検討事項として監査し

た。当連結会計年度においても未収入金の回収可能性に

ついては不確実性を伴い、貸倒引当金の見積りの合理性

については経営者の主観的判断を伴うため、当監査人

は、当該事項を監査上の主要な検討事項に該当するもの

と判断した。

 

当監査人は、フォレスト社への未収入金に対する貸倒

引当金の見積りの合理性を評価するため、主として以下

の監査手続を実施した。

・資産譲渡の承認手続及び未収入金等の資産評価にかか

る内部統制の整備及び運用状況の評価を行った。

・フォレスト社への洗浄プラント設備売却にかかる取締

役会議事録及び売買契約書を閲覧・吟味した。

・洗浄プラント設備事業の進捗状況に関して、フォレス

ト社の代表取締役に対してヒアリングを実施した。

・会社の内部統制報告書において、「財務報告にかかる

内部統制の重要な不備」として記載されているとおり、

会社がフォレスト社の決算書及び事業計画書を入手でき

ていないため、代替手続きとしてフォレスト社の代表取

締役に対して財務状況及び事業計画にかかるヒアリング

を実施した。

・未収入金の入金状況を確認の上、経営者に残金の遅延

理由と回収時期をヒアリングし、未収入金の回収可能性

を検討した。

・未収入金に対する貸倒引当金の見積りの妥当性に関し

て、経営者の算定根拠を検証した。

 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査

報告書以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び

監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。

当監査人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査人はその他

の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記

載内容と連結財務諸表または当監査人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ

と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことに

ある。

当監査人は、実施した作業に基づき、その他記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報

告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査人が報告すべき事項はない。

 
連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうか評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する

事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること

にある。
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連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する

と、連結財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断され

る。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専

門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査

手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結財務諸表の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す

る。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理

性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠

に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められ

るかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連

結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切で

ない場合は、連結財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査

報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表

が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証

拠を入手する。監査人は、連結財務諸表監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内

部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報

告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した

こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するため

にセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であ

ると判断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当

該事項の公表が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じ

る不利益が公共の利益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該

事項を記載しない。
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＜内部統制監査＞

監査意見

当監査人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、燦キャピタルマネージ

メント株式会社の2023年3月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査人は、燦キャピタルマネージメント株式会社が2023年3月31日現在の財務報告に係る内部統制は、開示

すべき重要な不備があるため有効でないと表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、全

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内

部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査人の責任は、「内部統制監査におけ

る監査人の責任」に記載されている。当監査人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連

結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査人は、意見表

明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
強調事項

会社は、内部統制報告書に記載のあるとおり、財務報告に係る内部統制に重要な不備があったとして記載し

ている。会社は、上記に伴う開示すべき重要な不備に起因する必要な修正は、重要性が乏しいものを除きすべて

財務諸表及び連結財務諸表に反映している。これによる財務諸表監査に及ぼす影響はない。 

 
内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財

務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。な

お、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性が

ある。

 
内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどう

かについて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表

明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実

施する。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づい

て選択及び適用される。

・財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体として

の内部統制報告書の表示を検討する。

・内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監

査人は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見

に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施

結果、識別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められている

その他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した

こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するため

にセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査人との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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(注) １ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が連結財務諸表及び内部統制報告書に添付する形で別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれておりません。
 

独立監査人の監査報告書
 

 

 

2023年６月30日

燦キャピタルマネージメント株式会社

取締役会 御中

  柴田公認会計士事務所

  
大阪市中央区
公認会計士

柴　田　洋  
 

 

  大瀧公認会計士事務所

  
東京都北区
公認会計士

大　瀧　秀　樹  
 

 
監査意見

当監査人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている燦キャピタルマネージメント株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日の第31期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について

監査を行った。

当監査人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、燦キャ

ピタルマネージメント株式会社の2023年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績

を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。

当監査人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその

他の倫理上の責任を果たしている。当監査人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断し

ている。

 
継続企業の前提に関する重要な不確実性

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前事業年度において、重要な営業損失、経常損失、

当期純損失を計上し、当事業年度においても、重要な営業損失、経常損失、当期純損失を計上している。これらの状

況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており、現時点では継続企業の前

提に重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については

当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は

財務諸表には反映されていない。

当該事項は、当監査人の意見に影響を及ぼすものではない。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であ

ると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成に

おいて対応した事項であり、当監査人は当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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当監査人は、「継続企業の前提に関する重要な不確実性」に記載されている事項のほか、以下に記載した事項

を監査報告書において監査上の主要な検討事項として報告すべき事項と判断している。

未収入金に対する貸倒引当金の見積りについて

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

 会社は、財務諸表注記（重要な会計上の見積り）に記

載されているとおり、洗浄プラント設備を株式会社フォ

レストシステム(以下、「フォレスト社」）へ売却したこ

とにより生じた未収入金の回収可能性を勘案して貸倒引

当金を計上している。

　洗浄プラント設備は、現場の設置環境等に課題があ

り、当事業年度末日現在、稼働していない。会社は、当

該洗浄プラント設備の事業に不確実性があると判断し、

洗浄プラント設備の売却により資金回収を図ることとし

たが、フォレスト社の財務内容等を総合的に勘案して当

該未収入金に対し貸倒引当金を計上している。

　洗浄プラント設備は、前事業年度において建設仮勘定

として計上されており、資産評価に関して金額的重要

性・設備の検収手続の複雑性・現地における建設作業の

特殊性等から監査上の主要な検討事項として監査した。

当事業年度においても未収入金の回収可能性については

不確実性を伴い、貸倒引当金の見積りの合理性について

は経営者の主観的判断を伴うため、当監査人は、当該事

項を監査上の主要な検討事項に該当するものと判断し

た。

当監査人は、フォレスト社への未収入金に対する貸倒

引当金の見積りの合理性を評価するため、主として以下

の監査手続を実施した。

・資産譲渡の承認手続及び未収入金等の資産評価にかか

る内部統制の整備及び運用状況の評価を行った。

・フォレスト社への洗浄プラント設備売却にかかる取締

役会議事録及び売買契約書を閲覧・吟味した。

・洗浄プラント設備事業の進捗状況に関して、フォレス

ト社の代表取締役に対してヒアリングを実施した。

・会社の内部統制報告書において、「財務報告にかかる

内部統制の重要な不備」として記載されているとおり、

会社がフォレスト社の決算書及び事業計画書を入手でき

ていないため、代替手続きとしてフォレスト社の代表取

締役に対して財務状況及び事業計画にかかるヒアリング

を実施した。

・未収入金の入金状況を確認の上、経営者に残金の遅延

理由と回収時期をヒアリングし、未収入金の回収可能性

を検討した。

・未収入金に対する貸倒引当金の見積りの妥当性に関し

て、経営者の算定根拠を検証した。
 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表または当監査人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう

な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査人は、実施した作業に基づき、その他記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査人が報告すべき事項はない。

 
財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうか

を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家

としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分

かつ適切な監査証拠を入手する。

・財務諸表の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど

うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表

の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財

務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手

した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性が

ある。

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取

引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の監査意見実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について

報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセー

フガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した

事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁

止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益

を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
利害関係

会社と当監査人との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
 

(注) １ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれておりません。
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